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１. は じ め に









られていたのが, ｢マロッタ事件｣ であり, 次のような事案だった｡
｢『50ドルで精子提供してくれる人を募集』 という広告をWebで見た
ウイリアム・マロッタが, 善意から, 無料提供を申し出た｡ その後,
カンザス州在住のレズビアン・カップルと会い, 次のような同意書に





カップルは破局し, ひとりは失業状態になった｡ 生みの母は, 子を医
療保険に加入させるために公的支援を申請した｡ カンザス州当局は,
精子提供者の名前を明かし, その者に州が養育費を請求できるように
することを条件に, 支援を約束した｡ 生みの母は, やむなく男性の名
前を教えたところ, その男性は, カンザス州当局から養育費の支払い
を請求されることになった｡ マロッタは, 州当局に, 精子の提供にあ
たり, 上述の同意書を交わしており, 生まれた子どもに対する金銭的























ともなう義務も負わない｡ ただし, 親になる意思を有し, 子との間に家族
に相当する関係が構築されていれば, 例外的に親になる｡｣ とするカリフォ









A. B. と J. L .S. は, 同性カップルであり, 共に子を持つことを望んでい




マロッタと彼女たちは, ３月後半, 彼女たちの家で, ｢精子提供者契約
書｣ (Sperm Donor Contract) に署名した｡ ４月, マロッタは, ３日間連
続して, 彼女たちの家で精子を提供した｡ 精子は, 標本カップに入れて運
び, 彼女たちは, 彼女たちの家で, J. L. S. に精子を注入した｡ 在宅授精は
成功し, 12月に, M.L. B. S. が生まれた｡ 彼女たちは, 翌年12月初旬まで
同居していたが, その後は別居している｡
J. L. S. はM.L. B. S. が生まれる前の４月10日に, カンザス州児童・家族
局 (DCF) にはじめて公的扶助を申請した｡ この際, 彼女は, 家族の構
成員に A.B. を記載していなかった｡
2011年, J. L. S. は, M.L. B. S. のために, ２回目の食糧援助, 資金およ
び医療援助 (cash and medical assistance) 申請を DCFに行った｡ J. L. S.
は, この申請書で, 子の父は ｢ドナー｣ であると記した｡ 彼女は, A.B.
を ｢親｣ (co-parent) とみなさず, A.B.からM.L. B. S.の養育費を受け取っ
ていたことも記載していなかった｡ 翌年１月に, DCFは ｢精子提供者契
約書｣ のコピーを求めたが, J. L. S. は, 当時彼女はそれを入手できなかっ
たので, コピーはとれないと回答した｡
同年７月, J. L. S. は, 昨年と同様の方法で, ３回目の公的扶助を申請し
た｡ この際, J. L. S. は, M.L. B. S. の父は ｢匿名の精子提供者 (sperm
donor)｣ と記載し, A. B. については何も言及しなかった｡
同年９月, 必要な情報 (署名入りの ｢精子提供者契約書｣) を提出でき
なかったので, J. L. S. への給付が打ち切られたところ, J. L. S. は, 契約書
の ｢コピー｣ を DCFに提出した｡ 契約書には, すべての当事者 (A. B., J.
L. S. およびマロッタ) の署名があったので, 匿名の提供精子でなかった
ことが, DCFの知るところとなった｡
2012年10月, DCFは, 父子関係確認の申立てを提起し, マロッタがM.
L. B. S. の父であることを宣告するとともに, M.L. B. S. の扶養料を DCF









カンザス州法232208 (f) は, 次のように規定している｡
｢妻以外の女性が人工授精に使用する精子を認定医に提供したドナーは,
法律上, あたかもそれにより懐胎した子の実父ではなかったかのように扱




本件で, M.L. B. S. がマロッタの精子を用いた人工授精により懐胎した
こと, マロッタが, 認定医ではなく, 直接 A. B. と J. L. S. に精子を提供し
たことに争いはない
(９)
｡ また, マロッタと A. B. および J. L. S. との間には,
マロッタはM.L. B. S. の親にならない旨の合意が書面で交わされていた｡
以上の事実関係にもとづき, ドナーであるマロッタとドナーの精子を利
用した人工授精により懐胎した生みの母 J. L. S. との間に, マロッタは当
該人工授精により出生した子の親にならない旨の合意があるにもかかわら
ず, 精子が認定医に提供されなかったという理由で, カンザス州法23







・ マロッタは M.L. B. S. の父であり, M.L. B. S. を扶養する責務を
負っている｡
・ カンザス州法232208 (f) の主たる要件は, 精子を認定医に提供
することである｡ 本件で, ドナーの精子が, 医師に提供されたとす
るに足る証拠は存在しないし, そのように主張されてもいない｡ し
たがって, マロッタは, 232208 (f) が定める要件を遵守せず, ｢精
子提供者｣ に該当しないので, 父子関係を確定することができ, そ
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・ マロッタは A. B. と J. L. S. に精子を提供したにすぎず, 232208
(f) にいう精子提供者であり, M.L. B. S.の父ではない｡ したがっ
て, M.L. B. S.を扶養する義務を一切負わない
(12)
｡






























・ ｢認定医に提供｣ しなければならないという要件は, ドナーが親
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権を喪失しないようにするために選択しなければならない措置につ







① 統一親子関係法 (UPA) とカンザス州法232208条 (f) との関係
裁判所は, まず, カンザス州法232208条 (f) の制定過程を確認するこ
とからはじめている｡




えで, 女性に精子を提供する手段を提供してきた｡ しかし, 制定法の
適用を受けるには, 精子が ｢認定医に提供｣ されていなければならな
い｡ そうでなければ, 父子関係を認定される可能性が生じる｡ 父子関
係が認定されれば, それに伴うあらゆる権利, 責務および義務が, ド
ナーに生じる｡
























裁判所によれば, 本件で争点となっている ｢232208条 (f) の文言は明
白で曖昧なところがないので, 議会の論拠や意図を分析する必要はない｣｡
また, ｢認定医に提供｣ しなければならないという要件は, 命令 (direc-
tive) ではなく, 教訓 (instructive) だとするマロッタの主張については,
次のように言う｡





いた』 という従属節をつないでいる接続詞の 『ただし～の場合は, こ


















｡ ドナーは, 子の養育に関わろうとしたが, 共に子を養育していた生み
の母とその同性のパートナーに反対された｡ カリフォルニア州の制定法は








際に, UPA (1973) の起草者が意図的に行っていた決定を採用した
(23)
｡ すな













とを認め, 同意する｡ A. B. と J. L. S. は, マロッタが人工授精施術に
より生まれた子の後見人になること, 監護権または訪問権を要求しな
いこと, 請求しないこと, および強制しないことに同意していると了





せることはできない｡ 親権の終了は, 制定法により規律され, カンザ
ス州では, 以下の３つの１つに該当する場合にのみ成立しうる｡ すな
わち, (1) 親権を放棄し, 養子縁組を行う (K. S. A.. 592136), (2)
世話の必要がある子との裁決が下される (K. S. A.. 382269), (3) 裁
判所が親として不適格である (parental unfitness) と認定する (K. S.
A.. 382271)｡




放棄できない｡ M.L. B. S.の養子縁組の審理は行われていない｡ マロッ
タが親として不適格であると認定されていない｡ また, 子は世話を要
する子と裁決されてもいない｡ したがって, この契約により, 当事者






求めず, カンザス州の親子関係法の要件に従わなかった｡ また, 当事
者がマロッタは精子提供者であると称しているからといって, マロッ
タは, M.L. B. S.に対する親権および責任から解放されない｡ 当裁判
所は, K. S. A. 232208 (f) の通常の意味と明白な文言に拘束される｡
当事者は制定法が与えている結果とは異なる結果を意図していたとい
う理由だけで, 見てみぬふりをすることはできない｡










先例の事実関係は, 次の通りである｡ Xは, 未婚女性で, 友人であるド
ナー Yから精子の提供を受け, その精子を用いた人工授精により親にな
ることを望んだ｡ Yは, 未婚男性で, 精子を提供することに同意した｡
Yは, 最初の施術の際, Xに付き添いクリニックに行き, 医療関係者に
必要な精子を提供した｡ 最初の施術は, 妊娠にいたらなかった｡ ２回目の
施術の際, Yは Xに付き添わなかったが, 精子を Xにあずけ, 彼女が医
師にそれを渡した｡ このときの施術により, Xは妊娠し, 双子が生まれた｡
ところが, 出生の翌日, Xは双子に関して Yは親権を有さないとの確
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認を求める申立てを提起した｡ これに対し, Yは子の親権 (共同監護およ
び訪問権を含む) を請求する父子関係確認訴訟を別途提起した｡ Xは38
1114 (f) (現232208 (f)) を援用し, 父子関係確認の訴え却下の申立てを
提起した｡
Xは, 授精前に, 当事者双方が Xはシングル・マザーになり, Yは親
(co-parents) ではなくドナーにとどまるとの意思を有していたことは, 妊
娠期間中の行動から明らかであると主張した｡ Xによれば, 彼女は一人で
受胎検査を受け, 不妊治療を行った｡ Yは, ２回目の施術, ソノグラムそ
の他出生前の診察に立ち会わなかった｡ Yは, 妊娠期間中だけでなく, 双
子の出生後も, 精神的支援や資金援助を提供しなかった｡





で, Yの主張を, ｢認定医に提供｣ という文言を ｢直接かつ自ら directly
and personally認定医に提供した｣ または ｢ドナーが認定医に提供した｣
と解釈するものであるとし, この主張を認めるに足る要因は全くないとし
た｡ ｢ドナー｣ は, ｢あたかも実父ではなかったかのように扱われる｣ 主体
である｡ ｢妻以外の女性の人工授精に使用される精子を認定医に提供した｣
という従属節は, ｢精子｣ を修飾している｡ 381114条 (f) は, ドナー ｢自
身が｣ 彼の精子を医師に提供することを求めていない｡ 381114条 (f) が
求めているのは, ドナーの精子が, 不特定の誰かまたは何か (an unspeci-
fied someone or something) により, 医師に提供されることだけである｡










は踏襲されている｡ すなわち, 精子が ｢認定医に提供｣ される場合, 別段
の合意が書面で残されていない限り, ドナーは ｢法律上, あたかも実父で
はなかったかのように扱われる｣｡ もっとも, 最高裁判決は, 人工授精は




｡ マロッタ事件では, 反対解釈として, 精子が ｢認定医に提供｣ さ


























に, これに対応して, ドナーと子との間に, 法律上の関係は一切生じない｡
すなわち, ｢ドナーは父ではない donor nonpaternity｣ または ｢ドナーは親
ではない donor nonparentage｣｡ したがって, 夫が妻に精子を提供する場
























保したい｡ したがって, 州当局としては, 扶養義務のある ｢親｣ を広く解






を肯定した裁判例がある｡ この事案では, 当事者間で, ドナーは父子関係
に関する権利をすべて放棄し, 金銭的な義務をすべて免除するとの合意書





らは, 精子が ｢認定医に提供｣ されたことを, ドナーが親にならない要件
とする旨を制定法が定めている場合, そのコロラリーとして, 子に対する
扶養義務を負わないと解される傾向をうかがい知ることができる｡











精キットを用いて, ３回目の試みで, Xは懐胎した｡ しかし, ３年後, カッ
プルの関係が終わってから, Xは, Aが子と接触することを認めなかった｡
そこで Yは, 上述のような口頭の合意があったにもかかわらず, 父子関
係の確認および訪問権を求める訴えを提起した｡ 原審は, 当事者は医師を
利用せず, 自分で人工授精施術を行った (do-it-yourself procedure of artifi-
cial insemination) ので, フロリダ州の制定法は適用されず, Yは父として
の権利を主張できる, とした｡







レズビアンの Xは, 友人だった Yに精子を提供してもらうことにした｡ X
と Yは, 子の出生前に, Yが Xに精子を提供し, その精子により子が懐







めに, 州当局に財政援助を申請した｡ その後, 州当局が, Xに代わり, Y
に対し父子関係確認訴訟を提起することになった｡
DNA鑑定の結果, Yは子どもたちの生物学上の父であることが確定し








｡ これに対し, 控訴審は, 第一子
については原審の判断を支持したが, 第二子については Xの申立てを認
容するよう指示し, 原審に差し戻した｡ その理由は以下の通り｡
契約が有効に成立するためには, 申込み, 受諾, 約因および相互の同意
が表示されなければならない｡ 本件の当事者は, 合意書がこれらの要素を
すべてみたしていることを認めている｡ しかし, 合意書は特殊な契約であ
り, この種の契約の場合, 必ずしも上記の伝統的な要件に照らして, その
有効性が判定されるわけではない｡ 先例によれば, 性行為により懐胎した

















上の要件の相違によって, 異なる結論が導かれている｡ 制定法により, ド






















































そもそも, AIHや AIDのように誰でも行える施術が, 上記のようなリ
スクがありながらも, 医師を関与させずに行われ続けているのは, 費用の
問題があるからである｡ 不妊治療には非常に高額の費用がかかる｡ 懐胎に

























これらの点を考慮すれば, ｢認定医に提供｣ したかどうかによって, ド
ナーの法的地位が決定されるという仕組みは, もはや時代遅れになってい






親にする意思がなかったのは明らかと思われる｡ 制定法は, 精子を ｢認定
医に提供｣ したドナーは, 別段の合意がない限り, ｢法律上, その精子に
より生まれた子の実父ではなかったかのように扱われる｡｣ と規定してい
る｡ しかし, 精子が ｢認定医に提供｣ されなかった場合, その事実だけを
もって, ドナーは, ｢法律上, その精子により生まれた子の実父のように

























意に拘束力を認め, 男性をドナーであって, 親ではないとした｡ さもなけ










マロッタ事件は, 日本でも起こりうるだろうか｡ 仮に発生した場合, ど
のような展開が予想されるだろうか｡
(桃山法学 第26号 ’17)216





可能性はある｡ そして, 生みの母が, ひとり親を対象とする児童扶養手当
や児童育成手当などを申請すれば, これらの手当が支給されるだろう｡ ま
た, 生みの母, 生みの母の直系血族または三親等内の親族に資力がなけれ
ば, 生活保護も受けられる可能性が高い｡ 民法877条により, 扶養義務者
はこれらの者に限られているからである｡
さて, マロッタ事件の場合のように, 最初は父の欄を空白にして申請し,






いる｡ すなわち, 被保護者には, 収入, 支出, その他生計の状況について
届出の義務があり (61条), 故意にこれを怠ったり, 偽りの申告をした場
合など不実の申請その他不正な手段により保護を受けた場合には, 行政当
局は, 既に支給した生活保護費の全額または一部を徴収することができる
のである｡ この規定にそくしてみれば, 上記のような申請は ｢不実の申請｣














を履行しなければならない者｣ であり, 上述のように, ドナーはこれに該







民法787条は, ｢子, その直系卑属又はこれらの者の法定代理人｣ にのみ,
認知の訴えを提起することを認めているからである｡
それゆえ, 現在の日本において, マロッタ事件とまったく同じ事案は発
生しないと考えられる｡ ただし, 上記のような申請を行った結果, ｢不実
の申請｣ とみなされ, 公的扶助の受給資格を喪失した生みの母が, 子の法
定代理人として, ドナーに対して認知の訴えを提起する可能性は残されて


















③ 子と相手方との間に血液上の背馳 (はいち) がないこと｡
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これらのうち, ②③はともかく, 在宅授精という手段を用いる以上, ①を
立証できない｡






























われる｡ しかし, 前章で見たように, 在宅授精が, 主として費用の問題か
ら行われていることからすれば, 前者の観点も決して軽視されるべきでは
ない｡ 立法化にあたっては, 最大限の配慮を払い, 両者のバランスをとら
なければならない｡
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５. お わ り に
報道によれば, ショーニー地方裁判所は, ｢マロッタは, 法律上, 子の
父ではない｡ 子の扶養義務は, 現在別居している２人の女性にあり, マロッ





能性はある｡ しかし, 法律上の親がいない状態にはならない｣ と述べたよ
うである
(74)












｣ ことも, 想定の範囲内である｡ さらに, 扶養義務者
を可能な限り多く確保することこそが, 子の最善の利益になるのだと考え
るならば, 子の立場からも肯定的に評価することができるだろう｡ 他方で,





なりかねず, 将来の精子提供を躊躇させる可能性が高くなる｡ それは, 生
殖補助医療に望みを託す女性にとっても, 看過しがたい事態である｡
(桃山法学 第26号 ’17)220















いずれにせよ, ｢ドナーは親にならず, 扶養義務を負わない｣ との命題
から出発するとしても, ｢認定医に提供｣ のような要件を採用する必要は
あるか, 当事者間に ｢別段の合意｣ がある場合, ドナーを ｢親｣ と認める






(２) ｢精子提供だけのはずが― 『父親』 に養育費の支払い命令 米｣ (2013
年１月７日) http : //www.cnn.co.jp /usa /35026551.html
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